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頁 現   行 修 正 案 修正要旨 

10

10

26

第３章 水防組織及び事務 

第１節（略） 

第２節 水防本部の設置 

１ 水防本部の設置基準 

  水防管理者（市長）は、洪水等についての水防活動の必要があると認めたとき

から、その危険がなくなるまでの間、水防本部を設置し、水防本部長として水防

本部を統括するものとする。 

  水防本部の設置基準は、資料 301-1＜災害時等の配備体制とその基準＞で定める

事前配備体制（災害対策準備室）であり、その基準は次のとおりである。 

 (1) 市内で災害の発生のおそれがあると判断されたとき 

 (2) 河川水位が避難判断水位に達し、今後も水位の上昇が予測されるとき 

 (3) 大津波・津波警報が静岡県に発表されたとき 

２ （略） 

３ 水防本部の組織及び事務分掌 

  水防本部の組織は、資料 302-1＜磐田市水防本部編成図＞のとおりとし、事務分

掌は資料 302-2＜磐田市水防本部における事務分掌＞の定めるところによるもの 

とする。 

 (1) 水防本部長は、市長をもって充てる。 

 (2) 水防副本部長は、副市長をもって充てる。 

 (3) 水防本部員は、水防を所掌する関係部長をもって充てる。 

 (4) 各班の班長には、水防を所掌する関係課長をもって充てる。 

第１０章 避難 

第１節 避難の指示 

１ 避難の指示 

第３章 水防組織及び事務 

第１節（略） 

第２節 水防本部の設置 

１ 水防本部の設置基準 

  水防管理者（市長）は、洪水等についての水防活動の必要があると認めたとき

から、その危険がなくなるまでの間、水防本部を設置し、水防本部長として水防

本部を統括するものとする。 

  水防本部の配備体制は、資料 301-1＜災害時等の配備体制とその基準＞で定め

 る災害警戒本部体制（災害対策準備室）であり、その基準は次のとおりである。

(1) 河川水位が避難判断水位に達し、今後も上昇が予測されるとき 

 (2) 市内に土砂災害警戒情報が発表されたとき

 (3) 市内で災害の発生のおそれがあり、危機管理監の指示があったとき

 (4)  広域的な自然災害により、社会的影響が大きいと予測されるとき

 (5)  危機管理監の判断により、危機管理連絡会議を開催するとき

 (6) 津波警報が静岡県に発表されたとき

２ （略） 

３ 水防本部の組織及び事務分掌 

  水防本部の組織は、資料 302-1＜磐田市水防本部編成図＞のとおりとし、事務

分掌は資料 302-2＜磐田市水防本部における事務分掌＞の定めるところに

よるものとする。 

 (1) 水防本部長は、市長をもって充てる。 

 (2) 水防副本部長は、副市長、教育長をもって充てる。 

 (3) 水防本部員は、水防を所掌する関係部長をもって充てる。 

 (4) 各班の班長には、水防を所掌する関係課長をもって充てる。 

第１０章 避難 

第１節 避難の指示 

１ 避難の指示 

誤記修正 

資料 301-1＜災害時

等の配備体制とその

基準＞と整合性をと

った修正（新旧対照表

Ｐ5参照） 

資料編の編成図の修

正（新旧対照表Ｐ3参

照） 

記載漏れ 
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36

洪水、津波等により著しい危険が切迫していると認めるときは、水防法第 29 

条の規定に基づき、水防管理者は、必要と認める区域の居住者に対し、立退き又

はその準備を指示するものとする。 

高齢者等避難、避難指示を発令する際の判断基準、伝達方法、避難場所等は、

 資料 1001-1＜避難情報等の判断・伝達マニュアル＞のとおりとする。 

第 17 章 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のため 

の措置 

第１節（略） 

第２節 津波対応 

１ 津波災害警戒区域の指定 

津波防災地域づくりに関する法律に則り、県は、国土交通大臣が定める津波防

災地域づくりに関する基本的な指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、津

波が発生した場合には住民その他の者の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあ

ると認められる土地の区域で、当該区域における津波による人的災害を防止する

ために警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域を、津波災害警戒区域として指

定し、その旨並びに当該指定の区域及び基準水位を公示するとともに、関係市町

長に公示された事項を記載した図書を送付する。 

なお、津波災害警戒区域の指定状況は、下表のとおりである。 

（令和２年４月１日現在）

水防区名 津波災害警戒区域指定市町 津波災害特別警戒区域指定市町

下 田 下田市・東伊豆町・河津町

南伊豆町・松崎町 
－ 

熱 海 － － 

沼 津 伊豆市 伊豆市 

富 士 － － 

静 岡 － － 

島 田 － － 

袋 井 － － 

浜 松 － － 

洪水、津波等により著しい危険が切迫していると認めるときは、水防法第 29

条の規定に基づき、水防管理者は、必要と認める区域の居住者に対し、立退き又

はその準備を指示するものとする。 

高齢者等避難、避難指示を発令する際の判断基準、伝達方法、避難場所等は、

資料 1001-1＜避難情報等の判断・伝達マニュアル＞のとおりとする。 

第 17 章 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のため

の措置 

第１節（略） 

第２節 津波対応 

１ 津波災害警戒区域の指定 

津波防災地域づくりに関する法律に則り、県は、国土交通大臣が定める津波防

災地域づくりに関する基本的な指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、津

波が発生した場合には住民その他の者の生命又は身体に危害が生ずるおそれが

あると認められる土地の区域で、当該区域における津波による人的災害を防止す

るために警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域を、津波災害警戒区域として

指定し、その旨並びに当該指定の区域及び基準水位を公示するとともに、関係市

町長に公示された事項を記載した図書を送付する。 

なお、津波災害警戒区域の指定状況は、下表のとおりである。 

（令和５年３月 16 日現在）

水防区名 津波災害警戒区域指定市町 津波災害特別警戒区域指定市町

下 田 下田市・東伊豆町・河津町

南伊豆町・松崎町 
－ 

熱 海 熱海市・伊東市 － 

沼 津 沼津市・伊豆市 伊豆市 

富 士 富士市 － 

静 岡 － － 

島 田 － － 

袋 井 御前崎市 － 

浜 松 湖西市 － 

崖崩れ、土石流及び地

滑りに係る指定緊急

避難場所の修正（新旧

対照表Ｐ4参照） 

津波災害警戒区域の

新規指定に伴うもの 
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資

料

編

16

資料編  

資料 302-1 

記載漏れ 
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資

料

編

99

表 4-7-1 

避難情報等の判断・伝

達マニュアル抜粋 
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参考（修正なし） 

資料 301-1 


